
 

 

 

 

 

 

ⅠⅠ  報報告告書書ののポポイインントト（（要要旨旨））  
 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ⅡⅡ  「「情情報報共共有有」」とと「「モモニニタタリリンンググ」」のの全全体体イイメメーージジ  
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小小田田原原市市行行財財政政改改革革検検討討委委員員会会  

平平成成２２１１年年度度  報報告告書書【【概概要要版版】】  

■少子高齢化の進行や景気の低迷などにより、今後の財政状況の見通しも厳しい中、健全で持続可

能な行財政運営に取り組んでいくことが今まで以上に必要 

■市民が直接的、能動的にその行財政運営に参画できる仕組みとして、平成 20 年度の提言におい

ても掲げた「市民と行政の情報共有」と「市民によるモニタリング」を検討すべき 

■「市民と行政の情報共有」は、市民が情報を得やすい環境を整備することや、市政情報に関心を

持つ市民の裾野を広げること、市民と行政（職員）が双方向で情報共有の意識を高めることなど

が重要【具体的方策として、メディア戦略に基づく情報発信や、行政情報センターの有効活用、

市民と行政の協働による『財政白書』の作成などを提言】 

■「市民によるモニタリング」は、市民がモニタリングできる仕組みを整えることや、その結果の

反映プロセスを透明化すること、より広範な市民の意見や提案を汲み取る工夫をすることなどが

重要【具体的方策として、パブリックコメントの制度化や、市民参加による外部評価制度の導入

などを提言】 

■情報を共有することで、その先にある課題や危機感なども共有しながら、健全で持続可能な行財

政運営に市民と行政が二人三脚で取り組んでいくことが重要 

■市は、これらの具体的方策に対する取組の進捗状況を、少なくとも毎年度末に、ホームページ等

で公表すべき 

～～『『市市民民』』とと『『行行政政』』にによよるる健健全全でで持持続続可可能能なな行行財財政政運運営営をを目目指指ししてて～～

情報の共有 → 課題・危機感の共有 

市民によるモニタリング 

市 民 

●パブリックコメント 

●審議会・委員会の活性化 

行 政 
●全体的なメディア戦略 
●協働による財政白書の

作成     など 

●外部評価制度 
事業実施



ⅢⅢ  主主なな項項目目のの概概要要  
 
 
●市民と行政の情報共有（４-１章） 
＜基本的な考え方＞ 

▶ ニーズに合った情報を市民が得やすい環境を整えること 

▶ 市政の情報に関心を持つ市民の裾野を広げること 

▶ 市民と行政（職員）が双方向で市政の情報に対する意識を高めること 

＜具体的な方策＞ 

（1）メディア戦略に基づく効果的な情報発信 

▶ 媒体ごとの役割分担を踏まえたメディア戦略に基づいて、多角的、戦略的に情報発信すべき 

（2）『市長への手紙』の効果的、効率的な運用 

▶ 主な質問と回答の要旨をホームページに掲載するととともに、回答期間の短縮に努めるべき 

（3）行政情報センターの有効活用 

▶ 行政情報センターの活用方法を市民に周知するとともに、利用しやすいフロアに移設すべき 

（4）市民と市長が対話する機会の充実 

▶ 市民が気軽に足を運べて、誰でも対話に参加できる機会を増やすべき 

（5）情報交換の役割を果たす地域 SNS の立ち上げの検討 

▶ 市政情報へのアクセスを促すため、運営主体も含めて、地域 SNS の可能性を検討すべき 

（6）市民と行政の協働による『財政白書』の作成 

▶ 財政状況を市民目線で分かりやすく解説するため、市民と市が協働で『財政白書』を作成すべき 
 
●市民によるモニタリング（４-２章） 
＜基本的な考え方＞ 

▶ 市の施策や事業に対して市民がモニタリングできる仕組みを整えること 

▶ 市民からの意見や提案、評価をどのように反映させたかを透明化すること 

▶ サイレントマジョリティを含む、より広範な市民の意見や提案を汲み取る工夫をすること 

＜具体的な方策＞ 

（1）パブリックコメントの制度化 

▶ 市民に大きく影響を及ぼす取組など、パブリックコメントを実施する明確な基準を設けるべき 

（2）審議会や委員会の活性化 

▶ 審議会や委員会の整理合理化を図るとともに、委員を公募する場合は一定割合を確保すべき 

（3）市民参加による外部評価制度の導入 

▶ 「公開の場で行う」「評価者として市民が参加する」「人件費も含めてコストを捉える」といった

要素を取り入れた外部評価制度を導入すべき 

 

 

 

 

＜委員構成＞ 
委 員 長  前田 成東 （東海大学政治経済学部教授） 
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山田 一男 （公募市民） 
和田 道明 （公募市民） 

※平成 22 年 3 月 23 日現在

※敬称略・役職別五十音順

＜会議経過＞ 
第 1 回 平成 21 年 7 月 23 日（木）

第 2 回 平成 21 年 8 月 24 日（月）

第 3 回 平成 21 年 9 月 25 日（金）

第 4 回 平成 21 年 10 月 13 日（火）

第 5 回 平成 21 年 11 月 19 日（木）

第 6 回 平成 21 年 12 月 15 日（火）

第 7 回 平成 22 年 1 月 21 日（木）

第 8 回 平成 22 年 2 月 17 日（水）


